
　「広域的地域活性化のための基盤整備に関する法律」に基づき、都道府県は広域的地域活性化基盤整備計画(広域
活性化計画）を作成。
　国は同計画に基づくハード事業とソフト事業の推進に必要な費用の一部を都道府県に対して一括して交付することに
より、同計画に基づいた一体的・集中的な事業による地域の活性化が図られる。(交付率約４５％）

　人口減少下における地域の持続的発展のためには、人や物の交流を活発化し、幅広い地域間交流を拡大させること
が重要であることに鑑み、各地域における広域観光や産業活性化などの広域的な地域活性化を目的とした戦略的な
取り組みを進めるため、幅広いハード事業・ソフト事業を組み合わせた自由度の高い交付金制度を用意し、知恵と意欲
のある地域の創意工夫に対して、期間を定めて一体的・集中的に支援する。

執行率 12.6% 87.1% 105.4%

　３８都府県における７５地域において、本交付金を活用した事業が実施されている。
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※１　平成19年度については、本交付金の根拠法である「広域的地域活性化のための基盤整備に関する法律」の施行が
　　　平成19年8月6日であり、年度途中からの交付となったため、予算額に対して執行額が少額となっている。
※２　「執行額」に前年度からの繰越に伴う金額が含まれるため、「執行率」が１００％を超えている。

【予算科目】
・078　地域自立・活性化事業費　　　　　　　　　　　　　(21年度予算額）　　　 （21年度決算見込額）
　・44052-1825-00　地域自立・活性化交付金　　　３０，０００百万円　　　３１，６１７百万円

　社会資本整備総合交付金の創設に伴い、事業を廃止したことから、平成21年度限りとなっている。

　本交付金は、都道府県が作成した広域活性化計画に記載された事業に対して交付金を交付するものであることか
ら、本交付金の交付を決定する際には、交付申請書により、交付対象事業名等の確認を行っている。
　また、事業の完了時においては、都道府県から提出される完了実績報告書等により、支出の妥当性について確認し
ている。

総事業費(執行ベース) 5,589 48,388
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【別紙】

(百万円）

1 山梨県 2,490

2 新潟県 2,168

3 群馬県 2,154

4 福島県 1,854

5 愛知県 1,788

6 長崎県 1,341

7 岩手県 1,341

8 長野県 1,259

9 佐賀県 1,223

10 兵庫県 1,180

A.地方公共団体（38都府県）30,000百万円


